
（別紙１）

開設者番号 開設者の種別 開設者の内容

1 法務省 法務省が開設する病院をいう。

2 宮内庁 宮内庁が開設する病院をいう。

3 防衛省 防衛省が開設する病院をいう。

4 独立行政法人
独立行政法人が開設する病院をいう。（国立病院機構、国立高度専
門医療研究センター、地域医療機能推進機構、国立大学法人は除
く。）

5 都道府県
都道府県が開設する病院をいう。ここには、地方自治法第284条第
２項の規定により、総務大臣の許可を受けて設立した都道府県一部
事務組合の開設するものを含む。

6 市町村

（ア）市町村が開設する病院をいう。ここには、地方自治法第284条
第２項の規定により、都道府県知事の許可を受けて設立した市町村
一部事務組合の開設するものを含む。
（イ）国民健康保険法施行法の規定により、国民健康保険法の施行
後も引き続き国民健康保険を行う普通国民健康保険組合が開設す
る病院をいう。

7 地方独立行政法人
地方独立行政法人法第２条の規定による法人が開設する病院をい
う。

8 日赤 日本赤十字社が開設する病院をいう。

9 済生会 社会福祉法人恩賜財団済生会が開設する病院をいう。

10 厚生連
全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同
組合連合会が開設する病院をいう。

11 北社協 社会福祉法人北海道社会事業協会が開設する病院をいう。

12 国共連
国家公務員共済組合法第３条の規定により設立された国家公務員
共済組合及び同法第21条の規定により設立された同連合会が開設
する病院をいう。

13 地共連

地方公務員等共済組合法第3条の規定により設立された地方公務
員等共済組合（地方職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済
組合、都職員共済組合、指定都市職員共済組合、市町村職員共済
組合等）及び同法第27条の規定により設立された全国市町村職員
共済組合連合会が開設する病院をいう。

14 私学事業団
私立学校教職員共済法の規定により私立学校教職員共済制度を
管掌することとされた日本私立学校振興・共済事業団が開設する病
院をいう。

15 健保連
健康保険法の規定により設立した健康保険組合及び健康保険組合
連合会が開設する病院をいう。

病院開設者の種別



16 国保連

（ア）国民健康保険法第17条の規定により都道府県知事の認可を受
けて設立され、同法第３条第２項の国民健康保険を行う国民健康保
険組合が開設する病院をいう（※国民健康保険法第３条第１項の規
定により国民健康保険を行う市町村は含まない）。
（イ）国民健康保険法第83条の規定により設立した法人で同法第84
条の規定により都道府県知事又は厚生労働大臣の認可を受けた国
民健康保険組合団体連合会が開設する病院をいう。

17 公益法人
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２条に定
義された公益社団法人又は公益財団法人が開設する病院をいう。

18 医療法人
医療法第39条の規定に基づく法人で、同法第44条の規定により都
道府県知事又は厚生労働大臣の認可を受けて設立した医療法人
が開設する病院をいう。

19 社福法人
社会福祉法の規定に基づき設立された法人（８・10以外の社会福祉
法人）が開設する病院をいう。

20 その他の法人 上記４、７、17～19以外の法人が開設する病院をいう。

21 生協組合
消費生活協同組合法の規定に基づき設立された医療（保健）生活
協同組合が開設する病院をいう。

22 会社
会社の従業員及びその家族のために開設した病院で、都道府県知
事から開設許可（医療法第７条）を受けたものが会社である病院を
いう。なお、会社の健康保険組合が開設する病院は含まない。

23 個人 個人が開設する病院をいう。

24 厚生労働省
厚生労働省が開設する病院（国立障害者リハビリテーションセン
ター病院）をいう。

25 ハンセン 国立ハンセン病療養所をいう。

26 NHO 独立行政法人国立病院機構が開設する病院をいう。

27 NC

国立研究開発法人国立がん研究センター、国立循環器病研究セン
ター、国立精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究セン
ター、国立成育医療研究センター、国立長寿医療研究センターが開
設する病院をいう。

28 JCHO 独立行政法人地域医療機能推進機構が開設する病院をいう。


